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事業事前評価表 
 

１．対象事業名 
国名：タンザニア連合共和国 
案件名：アルーシャ－ナマンガ－アティ川間道路改良事業 
貸付契約調印日：2007年3月9日 
承諾金額：6,857百万円 
借入人：タンザニア連合共和国政府（The Government of the United Republic of Tanzania） 
２．本行が支援することの必要性・妥当性 
東アフリカ共同体（EAC：タンザニア、ケニア、ウガンダの 3 カ国より構成される）地域は、各国間を
結び内陸国へと続く 5 大回廊を国際幹線道路として定義し、舗装率等の整備水準の向上によるネットワー
クの改良・強化を課題とする「東アフリカ道路網整備計画」に取り組んでいる。本事業対象区間は、5大回
廊の内、ケニアとタンザニアの首都を結ぶ唯一の輸送ルートである回廊の主要部分にあたり、ケニアから

タンザニアへの輸出の 41％、タンザニアからケニアへの輸出の 20％に利用されている。本道は、2005年
1月のEAC関税同盟発足に伴い、更なる増加が見込まれるEAC域内輸送需要に対応するため、輸送網の
強化が喫緊の課題となっている。 

タンザニアは、貨物の90％、旅客の70％を道路輸送に依存しているが、総延長約85千kmの道路網の
うち、道路舗装率は 1 割未満に過ぎない。引き続き政府による新規道路の建設、現有道路の改良と共に、
道路基金による維持管理予算確保と道路公団による維持管理業務の強化が課題である。本事業の受益対象

地域であるアルーシャ州の約 60％の世帯は農業に従事しており、本事業により、同州で生産される農産品
の国内外への輸送ルートの確保がされる。また、キリマンジャロ山、アルーシャ国立公園等観光地へのア

クセスが改善されることにより、観光客招致の促進を図り、地域経済の活性化が期待される。 

タンザニアの成長と貧困削減のための国家戦略（NSGRP；2005～09年、スワヒリ語で「MKUKUTA」）
では、運輸インフラは経済競争力・社会サービスの改善に貢献し、経済成長と貧困削減のために必要不可

欠な投資として位置づけられている。また、本行が世銀との協調融資にて2007年3月に円借款承諾済の第4
次貧困削減支援借款（PRSC4）では、本事業を含めたインフラレビューを実施することにより、事業効果
の促進が期待される。 

本行は海外経済協力業務実施方針（2005年4月）において、「持続的成長に向けた基盤整備」、「貧困
削減への支援」を重点分野と位置付け、道路を含む経済・社会インフラの整備を通じた経済成長促進、地

域経済活性化を通じた貧困削減を重視している。また、アフリカの民間セクター開発のための共同イニシ

アティブ（EPSA for Africa）の支援方針においても「経済・社会インフラ整備」、「貿易・直接投資促進」
を重点分野に位置付けており、本事業は同イニシアティブの趣旨に合致する。従って、本行が本事業を支

援する必要性・妥当性は高い。 
３．事業の目的等 
本事業は、タンザニア連合共和国のアルーシャと、ケニア共和国のアティ川を結ぶ国際幹線道路を改良

することにより、輸送能力増強を図り、もってEAC域内の経済統合推進と経済活性化、沿線地域住民の生
計向上及び貧困削減に寄与するもの。 
４．事業の内容 
(1) 対象地域名 
タンザニア連合共和国アルーシャ州、ケニア共和国カジアド県 

(2) 事業概要 
タンザニア連合共和国のアルーシャおよびケニア共和国のアティ川（首都ナイロビとモンバサ港を結ぶ国

道109号線との合流点）間の国際幹線道路240kmの改良（修復、舗装、拡幅）を行うもの。本行がタン
ザニア連合共和国側、アフリカ開発銀行（AfDB）がケニア共和国側とタンザニア連合共和国側の一部を
融資対象とする。 

① 土木工事：アルーシャ～ナマンガ間道路（タンザニア国内104.3km）およびナマンガ～アティ川間
道路（ケニア国内135.7km）の幅員拡幅、舗装改良、新設道路工事及び登坂車線の設置、ナマンガ
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国境におけるOne-stop Border Postの設置 
② コンサルティング・サービス：施工監理（道路維持管理に関する中長期的なキャパシティ・ビルデ
ィング、監査はAfDBの無償資金協力と両国自己資金にて行う。） 

(3) 総事業費・借款額 
21,486百万円 （うち、円借款対象額：6,857百万円） 

(4) スケジュール 
2006年9月～2011年6月を予定（計58ヶ月） 

(5) 実施体制 
① 借入人： タンザニア連合共和国政府（The Government of the United Republic of Tanzania）、 

ケニア共和国政府（The Government of the Republic of Kenya） 
円借款の借入人はタンザニア連合共和国政府のみ。 

② 実施機関：タンザニア道路公団（TANROADS：Tanzania National Roads Agency）、 
ケニア公共事業省（MORPW：Ministry of Roads and Public Works） 
また、TANROADSとMORPWの調整機関としてEACが従事。 

③ 運営・維持管理体制：②に同じ。 
(6) 環境及び社会面の配慮 
① 環境に対する影響／用地取得・住民移転 

(a) カテゴリ分類：A 
(b) カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002
年4月制定）上、環境への重大で望ましくない影響のある可能性を持つようなプロジェクトに
該当するため、カテゴリAに該当する。 

(c) 環境許認可：本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、2006年10月にケニア環境省、2006
年11月にタンザニア環境省により承認済み。 

(d) 汚染対策：本事業は既存道路の改修であり、大気汚染・騒音等による重大な負の影響は予見さ
れない。 

(e) 自然環境面：事業対象地域は、国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺に該当せず、
自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 

(f) 社会環境面：本事業によりタンザニアに 10軒、ケニアに 7軒の商業施設等の移転が発生する
見込みであり、国内法に基づき実施機関が補償手続きを行う。なお、住民移転は発生しない。 

(g) その他・モニタリング：本事業では、実施機関等が、大気質、騒音等についてモニタリングす
る。 

② 貧困削減促進 
本事業は 2 カ国に跨るものであるが、うち円借款対象となるタンザニア側対象地であるアルーシ

ャ州の貧困人口率は 38.8％であり、全国平均の 35.7％を上回っている（2001 年）。従ってタンザニ
ア側の本事業対象地域においては、受益者は貧困層を含む地域住民と考えられ、本事業は貧困対策案

件として認定できる。本事業（全区間）実施を通じて(a）農産品輸送ルートの確保や観光開発等によ
る対象地域の経済活性化、生計向上、(b）工事労働による雇用創出を通じた生計向上、(c)社会サービ
ス（保健・教育施設）へのアクセス改善により、沿線地域住民の生計向上及び貧困削減が期待できる。 
③ 社会開発促進（ジェンダーの視点等） 

(a) HIV/AIDS対策：本事業対象地域での交通の改善により感染率が増大する危険性が予見される
ことから、本事業のコンサルティング・サービスを通じて、工事労働者及び地域住民を対象と

したHIV/AIDS対策が講じられる予定である。 
(b) 水供給事業：ケニアでは、本事業の工事用水を確保するために掘削する井戸を、事業実施後、
恒常的に水資源が不足する本事業対象地域のために有効活用することが計画されている。 

(c) ジェンダーの視点：タンザニアは、道路維持管理契約業務の25％を女性に割り当てる政策があ
り、ケニアでは、雇用法にて職場における男女均等の扱いが定められていることから、本事業

においても女性の雇用機会の確保が可能となる見込みである。また、土木工事以外に国境施設
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での食料品売買等においても女性の雇用機会が発生する見込みである。 

(7) その他特記事項：特になし 
５．成果の目標 
(1) 評価指標（運用・効果指標） 

指標名
基準値

（2006年）
目標値

（2010年[土木工事完了時]）
年平均交通量（台/日） 1,325 1,797
所要時間の短縮（機会費用：USD/日） 70 30
走行費の削減（USD/台・km） 0.56 0.45  
なお、事業のインパクトに係る指標として、タンザニアとケニア間の交易量を設定。 

（現状（2006年）：104,000トン、目標値（2010年）：131,000トン） 
(2) 内部収益率 
 経済的内部収益率（EIRR）：14.9％  
(アルーシャ－ナマンガ 15.7％;ナマンガ－アティ川14.4％) 

(a) 費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 
(b) 便益：所要時間短縮、走行費の節減、交通事故発生件数の減少等 
(c) プロジェクトライフ：20年 

６．外部要因リスク 
原油価格上昇による土木工事費用等の上昇 
７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
過去の事後評価において、二国間に跨る事業の場合は二国間の調整を図ることが重要であることが指摘

されている。また、道路事業においては、維持管理が適切に行われることを監理することが重要である。 
本事業では、EACがタンザニア、ケニア両国の調整に従事し、AfDBが EACの監理をすることになっ
ており、本行はAfDBが行う監理をAfDBから提出されるプログレスレポート等を通じて監理し、必要に
応じてAfDBと共同で監理ミッションを派遣する。タンザニア、ケニア両国の調整を行うEACの監理を行
い、本行もプログレスレポート等を通じ監理を行う。 
維持管理に関しタンザニアにおいては、維持管理能力向上のための技術支援が JICA の支援によって行
われている。維持管理費用については、現地ドナーグループの活動の一環として、タンザニア政府との政

策対話において重点的に取り上げ、必要額の確保を申し入れる。 
８．今後の評価計画 
(1) 今後の評価に用いる指標 
① 年平均交通量（台/日） 
② 所要時間の短縮（機会費用：USD/日） 
③ 走行費の節減（USD/台・km） 
④ 経済的内部収益率（EIRR） 

(2) 今後の評価のタイミング：事業完成後 
 
 


